
【資料1-1-③】 

四日市市災害対策本部に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、四日市市災害対策本部条例（昭和３８年四日市市条例第１２号）

第５条の規定に基づき、四日市市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）

の円滑な運営及び迅速な災害対応に期するため必要な事項を定めるものとする。 

（災害対策本部の設置） 

第２条 災害対策本部は、次の各号に掲げる場合に災害対策本部長（以下「本部長」

という。）が設置するものとする。 

(1) 市内を含む地域に、気象業務法（昭和２７年法律第１６５号）に基づく大雪、

暴風雪、暴風、大雨、高潮、津波（津波予報区「伊勢・三河湾」）、大津波（津

波予報区「伊勢・三河湾」）又は洪水警報のいずれかが発表されたとき。 

(2) 市内に震度４以上の地震が発生したとき又は県内（四日市市を除く。）におい

て、震度５弱以上の地震が発生したとき。 

(3) 「東海地震に関連する調査情報」が発表され、本部長が必要と認めたとき又は

「東海地震注意情報」若しくは「東海地震予知情報」が発表されたとき。 

(4) 「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震注意）」又は「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が発表されたとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、異常な自然現象又は人為的原因による災害で本部

長が必要と認めたとき。 

（一部改正〔平成２３年規則１９号・２５年３１号・２６年１３号・２９年２

２号・令和３年５４号〕） 

（災害対策本部の廃止） 

第３条 災害対策本部は、本部長が災害の発生するおそれが解消されたとき又は災害

応急対策がおおむね完了したと認めたときに廃止する。 

（組織） 

第４条 本部長は市長とし、災害対策副本部長（以下「副本部長」という。）は副市

長及び危機管理統括部長とする。 

２ 本部長が出張等の公務、事故等により登庁できない場合は、その職務を代理する

ものは次の各号に定める順位とする。 

(1) 第一順位 危機管理統括部を所管する副市長 

(2) 第二順位 他の１人の副市長 
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(3) 第三順位以降 危機管理統括部長、総務部長、政策推進部長、財政経営部長、

都市整備部長、消防長、上下水道事業管理者の順位とする。 

３ 本部員は、別表第１に定める各部長とする。 

４ 災害対策本部に特別本部員を置き、災害対策本部員のうち総務部長、政策推進部

長、財政経営部長、都市整備部長、消防長及び上下水道事業管理者をもってこれに

充てる。 

（一部改正〔平成２１年規則２９号・２２年１３号・令和４年２５号〕） 

（特別本部員の所掌事務） 

第５条 特別本部員は、別表第１に定める所掌事務のほか本部長の指示のもと危機管

理統括部長が統括し、次の各号に定める事務を所掌するものとする。 

(1) 災害対応方針の決定に関すること。 

(2) 記者会見等の住民への広報に関すること。 

(3) その他緊急を要する事案の対応に関すること。 

（一部改正〔平成２１年規則２９号・令和４年２５号〕） 

（各部の組織及び所掌事務） 

第６条 各部の組織及び所掌事務は、別表第１のとおりとする。 

（本部員会議） 

第７条 災害対策本部員による会議（以下「本部員会議」という。）は、主として次

の各号に掲げる事項を処理する。 

(1) 災害予防に関すること。 

(2) 災害応急対策の実施の推進に関する事項 

(3) その他本部長が必要と認めた事項 

２ 本部員会議は、本部長、副本部長、特別本部員、本部員その他本部長が必要と認

める者をもって構成する。 

３ 本部員会議の進行は、危機管理統括部長が統括し、その庶務は、危機管理課で処

理する。 

（一部改正〔平成２１年規則２９号・令和４年２５号〕） 

（災害関係主管課長会議） 

第８条 災害関係主管課長会議は、各部に対する災害情報の伝達と各部、各班の調整

等を円滑に行うため、必要に応じて開催するものとする。 

２ 災害関係主管課長会議は、各部（緊急部を除く。）の主管課長その他危機管理統

括部長が必要と認める者をもって構成する。 
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３ 災害関係主管課長会議の庶務は、危機管理課で処理する。 

（一部改正〔平成２１年規則２９号・令和４年２５号〕） 

（現地災害対策本部） 

第９条 現地災害対策本部（以下「現地本部」という。）は、被災地において人命の

救助その他の応急対策を迅速に実施するために、本部長が必要と認める場合に設置

する。 

（現地本部長の権限） 

第１０条 本部長は、現地本部を設置したときは、人命の救助その他の応急対策を迅

速に実施するために必要な権限を現地本部長に委任することができる。 

２ 現地本部長は、前項で委任された権限の範囲内において、関係機関と調整し被災

地における特命事項を処理する。 

（現地本部の廃止） 

第１１条 現地本部は、本部長が被災地における応急対策がおおむね完了したと認め

たときに廃止する。 

（分隊の設置） 

第１２条 救助の迅速的確を期するため災害対策本部に、別表第２に定める分隊を置

く。 

２ 地区分隊の所掌する事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 地区の被害状況の調査報告に関すること。 

(2) 災害対策本部からの伝達事項の周知に関すること。 

(3) 地区の応急救助に関すること。 

(4) その他地区の災害応急対策に関すること。 

３ 緊急分隊の所掌する事務は、地区分隊の所掌事務に準ずるものとする。 

（職員の配備） 

第１３条 災害対策本部は、被害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策

の迅速、かつ、強力な推進を図るため職員の配備体制を整えるものとする。 

２ 災害対策本部を設置する前段階として、別表第３に定める配備体制により情報収

集要員を配置する。 

３ 本部長は、災害対策本部を設置したときは、別表第４に定める配備体制により活

動要員を配置する。 

４ 各部長（緊急部を除く。）は、活動要員として所属職員を班別に編成し、別表第

５に定める配備基準の区分に応じた人員配置を行うものとする。なお、配置の迅速
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適正化を図るために、各部長は、あらかじめ配備基準の区分に応じて職員を編成し、

年度当初に計画書を総務部長に提出するものとする。 

５ 総務部長は、前号の計画書を勘案して、緊急分隊長および隊員を年度当初に指名

するとともに、各所属長及び当該職員に周知するものとする。 

６ 本部長は、災害の規模及び状況により、活動要員に不足を生じると認めたときは、

特命により各部の配備基準の変更及び緊急分隊員の参集場所の変更を指示すること

ができる。 

（一部改正〔平成２２年規則１３号〕） 

（警戒初動体制時の指揮監督） 

第１４条 別表第４及び別表第５における警戒体制のうち警戒初動体制における指揮

監督は、本部長の委任に基づき危機管理統括部長が行うものとする。 

（一部改正〔平成２１年規則２９号・令和４年２５号〕） 

（補則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第２９号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月２４日規則第５１号） 

この規則は、平成２１年９月２４日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日規則第１３号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１９号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第３９号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第３１号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第１３号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日規則第３２号） 
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この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第３８号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３０日規則第４号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年５月３０日規則第２２号） 

この規則は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日規則第２５号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日規則第３６号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日規則第２７号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年７月２８日規則第５４号） 

この規則は、令和３年７月２８日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日規則第２５号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２９日規則第３４号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日規則第４８号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第５条及び第６条関係） 

（全部改正〔平成２１年規則２９号〕、一部改正〔平成２１年規則５１号・２

２年１３号・２３年１９号・２４年３９号・２５年３１号・２６年１３号・２

７年３２号・２８年３８号・２９年４号・３０年２５号・３１年３６号・令和

２年２７号・３年５４号・４年２５号・５年３４号・令和６年４８号〕） 

部名 部長 班名 班長 所掌事務 

危機管

理統括

危機管

理統括

統括班 危機管理課長 １ 本部の設置及び廃

止に関すること。 
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部 部長 ２ 本部室の運営及び

管理に関すること。 

３ 本部員会議及び災

害関係主管課長会議

に関すること。 

４ 本部長命令の伝達

に関すること。 

５ 防災会議との連絡

調整に関すること。 

６ 避難指示等の発令

に関すること。 

７ 自主防災組織への

支援に関すること。 

８ 通信機器の管理運

用に関すること。 

９ 備蓄の保管管理に

関すること。 

１０ 災害救助法（昭和

２２年法律第１１８

号）に係る事務の統括

に関すること。 

緊急部 危機管

理統括

部長 

緊急班 危機管理課長 １ 勤務時間外に発災

した場合の統括班の

事務に関すること。 

２ 緊急部員及び関係

職員の非常招集に関

すること。 

３ 事故現場又は危険

区域の状況把握及び

通信連絡に関するこ

と。 
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４ その他緊急に必要

とする措置に関する

こと。 

政策推

進部 

政策推

進部長 

秘書国際班 秘書国際課長 １ 本部長の秘書に関

すること。 

２ 災害見舞者等の接

遇に関すること。 

３ 災害見舞金等の受

入れ及び礼状に関す

ること。 

４ 政府その他中央機

関への陳情に関する

こと。 

５ 国、県等に対する陳

情及び要望事項の取

りまとめに関するこ

と。 

６ 他の防災関係機関

との連絡調整並びに

自衛隊の応援要請及

び受入れに関するこ

と。 

７ 他の地方公共団体

に対する協力要請に

関すること。 

８ 本部員会議と各部、

班との連絡及び相互

間の連絡調整に関す

ること。 

９ 中央情報の収集に

関すること。 

本部連絡班 政策推進課長 

中央連絡班 東京事務所長 

報道広報班 広報マーケティ

ング課長 
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１０ 復興計画の策定

に関すること。 

１１ 災害記録の報道

に関すること。 

１２ 報道機関等の連

絡調整に関すること。 

１３ 部の所管する施

設の災害防御及び被

害調査に関すること。 

総務部 総務部

長 

総務班 総務課長 １ 災害情報及び被害

報告の整理及び記録

に関すること。 

２ 県への被害状況の

報告に関すること。 

３ 職員の参集状況の

把握及び配置に関す

ること。 

４ 職員の健康管理及

び災害給付に関する

こと。 

５ 災害時必要な物資

の調達に関すること。 

６ 建設業者等の応急

要請に関すること。 

７ 自治体応援職員の

受入れに関する庁内

の調整及び受入れ環

境整備に関すること。 

８ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

人事班 人事課長 

記録班 デジタル戦略課

長 

協力班 職員研修所長 

協力班 工事検査課長 

協力班 人権・同和政策

課長 

協力班 人権センター所

長 

調達契約班 調達契約課長 
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財政経

営部 

財政経

営部長 

財政班 財政課長 １ 災害関係費の予算

に関すること。 

２ 避難所の開設に関

すること。 

３ 避難所の管理に関

すること。 

４ 被害家屋の調査の

実施に関すること。 

５ 集中管理車両の配

車に関すること。 

６ 車両等の借上げに

関すること。 

７ 庁舎等の施設の管

理に関すること。 

８ 庁舎等使用不可時

の移転に関すること。 

９ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

第１避難対策班 収納推進課長 

第２避難対策班 市民税課長 

第３避難対策班 資産税課長 

第４避難対策班 行財政改革課長 

管財班 管財課長 

市民生

活部 

市民生

活部長 

地域広報班 市民生活課長 

（市民生活課） 

（市民協働安全

課） 

１ 地域災害情報の緊

急収集及び連絡に関

すること。 

２ 避難者の誘導に関

すること。 

３ 地域及び市民に対

する災害広報に関す

ること。 

４ 罹災証明その他災

害に係る証明に関す

ること。 

５ 災害に伴う市民相

地域広報協力班 男女共同参画課

長 

市民班 市民課長 
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談に関すること。 

６ ボランティアの受

入れ及び総合調整に

関すること。 

７ 備蓄の保管管理に

関すること。 

８ 帰宅困難者対策に

関すること。 

９ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

健康福

祉部 

健康福

祉部長 

健康福祉総務班 福祉総務課長 

（福祉総務課） 

（保護課） 

（高齢福祉課） 

（介護保険課） 

（障害福祉課） 

（保険年金課） 

１ 被災者に対する救

助物資、義援金、義援

物資及び応急給食の

計画並びに給与に関

すること。 

２ 避難行動要支援者

の安全確保に関する

こと。 

３ ボランティアの受

け入れ及び総合調整

に関すること。 

４ 応急医療計画に関

すること。 

５ 被災者の応急救助

に関すること。 

６ 医師会及び病院と

の連絡調整に関する

こと。 

７ 病院施設の被害調

査に関すること。 

医療保健班 健康づくり課長 

（健康づくり

課） 

（保健企画課） 

（保健予防課） 

衛生班 衛生指導課長 

（衛生指導課） 

（食品衛生検査

所） 
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８ 医療救護所の設置

に関すること。 

９ 感染症の予防等の

実施に関すること。 

１０ 被災者の栄養調

査及び指導に関する

こと。 

１１ 食中毒の防止及

び発生時の対応に関

すること。 

１２ 被災者の健康管

理及び精神保健活動

に関すること。 

１３ 救急医療用具、医

薬品等の調達に関す

ること。 

１４ 動物救護に関す

ること。 

１５ 毒物及び劇物の

取扱いに関すること。 

１６ 部の所管する施

設の災害防御及び被

害調査に関すること。 

こども

未来部 

こども

未来部

長 

こども健康福祉

班 

こども未来課長 

（こども未来

課） 

（こども保健福

祉課） 

（こども家庭

課） 

（こども発達支

１ 臨時託児所に関す

ること。 

２ 被災者に対する救

助物資、義援物資及び

応急給食の計画並び

に給与に関すること。 

３ 被災児童の栄養調

査及び指導に関する
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援課） 

（あけぼの学

園） 

（保育幼稚園

課） 

こと。 

４ 被災児童の健康管

理及び精神保健活動

に関すること。 

５ 災害に伴う応急教

育に関すること。 

６ 被災児の保健管理

に関すること。 

７ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

シティ

プロモ

ーショ

ン部 

シティ

プロモ

ーショ

ン部長 

観光交流班 観光交流課長 １ 文化財の災害防御

及び被害調査に関す

ること。 

２ スポーツ施設によ

る避難場所の応急供

用及び避難所の管理

に関すること。 

３ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

文化班 文化課長 

スポーツ施設班 スポーツ課長 

商工農

水部 

商工農

水部長 

商工班 商業労政課長 

（商業労政課） 

（工業振興課） 

１ 商工業関係の災害

予防指導及び被害調

査に関すること。 

２ 救援物資等輸送の

援助に関すること。 

３ 農林水産業関係の

災害予防指導及び被

害調査並びに漁船の

災害防御に関するこ

と。 

農水振興班 農水振興課長 

けいりん事業班 けいりん事業課

長 
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４ 耕地及び農業用施

設の被害調査に関す

ること。 

５ 耕地及び農業用施

設の応急復旧並びに

湛水排除に関するこ

と。 

６ 食料の給与に関す

ること。 

７ 国や県等からの物

的支援の受入れに関

すること。 

８ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

環境部 環境部

長 

環境政策班 環境政策課長 １ 災害に伴う公害発

生防止対策及び被害

調査に関すること。 

２ 被災地の消毒に関

すること。 

３ 死体の火葬及び埋

葬に関すること。 

４ 災害廃棄物（ごみ・

し尿）の収集運搬及び

適正処理に関するこ

と。 

５ 仮設トイレに関す

ること。 

６ 部の所管する施設

の災害防御及び被災

調査に関すること。 

生活環境班 生活環境課長 

環境事業班 環境事業課長 

第１ごみ収集班 南部清掃事業所

長 

第２ごみ収集班 北部清掃事業所

長 
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都市整

備部 

都市整

備部長 

都市計画班 都市計画課長 １ 一般建築物及び土

木構造物の災害予防

指導並びに被害調査

及び災害防御に関す

ること。 

２ 公共建築物の災害

防御及び応急復旧に

関すること。 

３ 復興計画の策定に

関すること。 

４ 危険箇所の警戒に

関すること。 

５ 道路、河川、橋りょ

う、海岸等公共土木施

設の被害調査並びに

災害防御及び応急復

旧に関すること。 

６ 水防活動に関する

こと。 

７ 公営住宅の被害調

査及び応急復旧に関

すること。 

８ 災害応急仮設住宅

の建設に関すること。 

９ 災害応急対策資材

の運搬に関すること。 

１０ 部の所管する施

設の災害防御、被害調

査及び応急復旧に関

すること。 

建築指導班 建築指導課長 

開発審査班 開発審査課長 

市街地整備班 市街地整備課長 

営繕工務班 営繕工務課長 

公園緑政班 公園緑政課長 

道路建設班 道路建設課長 

道路維持班 道路維持課長 

河川排水班 河川排水課長 

道路管理班 道路管理課長 

用地班 用地課長 

市営住宅班 市営住宅課長 

住宅対 都市整 第１住宅対策班 都市計画課長 １ 被災住宅及び被災
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策部 備部長 第２住宅対策班 建築指導課長 宅地に関する市民か

らの情報収集及び応

急支援措置に関する

こと。 

２ 被災建築物応急危

険度判定実施本部及

び被災宅地危険度判

定実施本部の設置に

関すること。 

３ 被災住宅の被害調

査に関すること。 

４ その他被災住宅者

からの緊急相談等措

置に関すること。 

第３住宅対策班 開発審査課長 

第４住宅対策班 営繕工務課長 

第５住宅対策班 市営住宅課長 

第６住宅対策班 資産税課長 

会計管

理課 

会計管

理者 

経理班 会計管理課長 １ 災害経理に関する

こと。（義援金の保管

を含む。） 

２ 他の部の業務の応

援に関すること。 

消防本

部 

消防長 警防本

部 

指令班 消防本部・情報

指令課長 

１ 災害防御及び救助

並びに救急業務に関

すること。 

２ 警報及び気象情報

に関すること。 

３ 危険個所の警戒に

関すること。 

４ 災害通信に関する

こと。 

５ 消防団に関するこ

と。 

６ 消防に関する災害

消防班 消防本部・消防

救急課長 

総務班 消防本部・総務

課長 

予防班 消防本部・予防

保安課長 

現地本

部 

（各消

防署） 

消防班 

指導班 

各消防署、分署

長 
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及び被害情報の収集

に関すること。 

７ 関係機関及び各部

との災害連絡に関す

ること。 

８ 緊急消防援助隊に

関すること。 

９ 部の所管する施設

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

上下水

道局 

上下水

道事業

管理者 

総務班 総務課長 １ 水源施設の災害防

御、被害調査及び応急

復旧に関すること。 

２ 水道管等配水施設

の災害防御、被害調査

及び応急復旧に関す

ること。 

３ 水質の管理に関す

ること。 

４ 応急給水の計画及

び実施に関すること。 

５ 公共下水道施設の

災害防御、被害調査及

び応急復旧に関する

こと。 

調査班 経営企画課長 

施設管理班 施設課長 

給水班 お客様センター

所長 

第１水道復旧班 水道建設課長 

第２水道復旧班 水道維持課長 

第１下水管路管

理班 

下水維持課長 

第２下水管路管

理班 

下水建設課長 

市立四

日市病

院 

病院事

務長 

総務班 病院・総務課長 

（病院・総務課） 

（病院・経営企

画課） 

１ 地域災害拠点病院

としての医療提供に

関すること。 

医事班 病院・医事課長 

施設管理班 病院・施設課長 
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教育委

員会 

教育長 教育総務班 教育総務課長 １ 教育施設及び設備

の災害防御及び被害

調査に関すること。 

２ 教育施設による避

難場所の応急供用及

び避難所の管理に関

すること。 

３ 被災児童生徒の育

英奨学に関すること。 

４ 被災児童生徒に対

する教科書及び学用

品の給与に関するこ

と。 

５ 災害に伴う応急教

育に関すること。 

６ 被災児童生徒の保

健管理に関すること。 

７ 炊き出し資材及び

人員の確保並びに炊

き出しの実施に関す

ること。 

教育施設班 教育施設課長 

第１学校教育班 学校教育課長 

第２学校教育班 指導課長 

人権教育班 人権・同和教育

課長 

教育支援班 教育支援課長 

協力部 議会事

務局長 

第１協力班 議事課長 １ 議会との連絡調整

に関すること。 

２ 他の部の業務の応

援に関すること。 

選挙管

理委員

会事務

局長 

第２協力班 選挙管理委員会

事務局次長 

監査事

務局長 

第３協力班 監査事務局次長 

備考 

１ 統括班及び総務班の班員は、相互にこれを兼ねるものとする。 

２ 住宅対策部については、被害の発生が予想される場合又は被害が発生した場
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合に設置するものとする。 

 

別表第２（第１２条関係） 

（一部改正〔平成２２年規則１３号・２７年３２号〕） 

分隊名 担当区域 分隊長 分隊員 

緊急分隊 各地区 市長特命 市長特命 

中央分隊 中部地区 中部地区市民センター館長 

富洲原分隊 富洲原地区 富洲原地区市民センター館長 

富田分隊 富田地区 富田地区市民センター館長 

羽津分隊 羽津地区 羽津地区市民センター館長 

常磐分隊 常磐地区 常磐地区市民センター館長 

日永分隊 日永地区 日永地区市民センター館長 

四郷分隊 四郷地区 四郷地区市民センター館長 

内部分隊 内部地区 内部地区市民センター館長 

塩浜分隊 塩浜地区 塩浜地区市民センター館長 

小山田分隊 小山田地区 小山田地区市民センター館長 

川島分隊 川島地区 川島地区市民センター館長 

神前分隊 神前地区 神前地区市民センター館長 

桜分隊 桜地区 桜地区市民センター館長 

三重分隊 三重地区 三重地区市民センター館長 

県分隊 県地区 県地区市民センター館長 

八郷分隊 八郷地区 八郷地区市民センター館長 

下野分隊 下野地区 下野地区市民センター館長 

大矢知分隊 大矢知地区 大矢知地区市民センター館長 

河原田分隊 河原田地区 河原田地区市民センター館長 

水沢分隊 水沢地区 水沢地区市民センター館長 

保々分隊 保々地区 保々地区市民センター館長 

海蔵分隊 海蔵地区 海蔵地区市民センター館長 

橋北分隊 橋北地区 橋北地区市民センター館長 

楠分隊 楠地区 楠地区市民センター館長 
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別表第３（第１３条関係） 

（一部改正〔平成２７年規則３２号・２９年２２号〕） 

種別 配備体制 配備時期 

注意体制 関係部局において必要

最小限の人員を配置し、

主として情報収集、連絡

活動等を行い、状況によ

り警戒体制に迅速に移

行できる体制 

１ 市内を含む地域に次の注意報、又

は警報が発表されたとき。 

（１） 大雪注意報 

（２） 大雨注意報 

（３） 洪水注意報 

（４） 津波注意報（津波予報区「伊

勢・三河湾」） 

（５） 波浪警報 

２ 市内を含む地域に次の注意報のい

ずれかが発表され、市長が必要と認め

たとき。 

（１） 高潮注意報 

３ 気象情報等から考慮して災害が発

生するおそれがあるとき。 

４ その他異常な原因による災害等が

発生したとき。 

別表第４（第１３条、第１４条関係） 

（一部改正〔平成２３年規則１９号・２５年３１号・２６年１３号・２９年２

２号・令和３年５４号〕） 

種別 配備体制 配備時期 

警戒体制 相当の被害が近く発

生することが予想さ

れ、又は発生した場合

で、所掌する応急対策

を迅速的確に行うため

各部署の適宜な人員を

１ 市内を含む地域に次の警報のいずれか

が発表されたとき。 

（１） 大雪警報 

（２） 暴風・暴風雪警報 

（３） 大雨警報 

（４） 洪水警報 
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もって当たるもので、

状況により直ちに非常

体制に移行できる体制 

（５） 高潮警報 

（６） 津波警報（津波予報区「伊勢・三

河湾」） 

（７） 大津波警報（津波予報区「伊勢・

三河湾」） 

２ 市内に震度４以上の地震が発生したと

き。 

３ 県内（四日市市を除く。）において震度

５（弱）以上の地震が発生したとき。 

４ 地震により災害が発生した場合で本部

長が必要と認めたとき。 

５ 「東海地震に関連する調査情報」が発表

され、本部長が必要と認めたとき。 

６ 「東海地震注意情報」が発表されたとき。 

７ 「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」、

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注

意）」又は「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）」が発表されたとき。 

８ その他異常な自然現象又は人為的原因

による災害で本部長が必要と認めたとき。 

非常体制 甚大な被害が発生す

るおそれがあり、又は

発生した場合で、市の

総力をあげて応急対策

活動に当たり得る体制 

１ 市内に震度５（強）以上の地震が発生し

たとき。 

２ 「東海地震予知情報」が発表されたとき。 

３ 地震又は津波による甚大な被害が発生

し、又は予想される場合で、本部長が必要

と認めたとき。 

４ 市内に風水害その他異常な自然現象若

しくは大規模な人為的原因による災害が

発生し、又は予想される場合で、本部長が

必要と認めたとき。 
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別表第５（第１３条及び第１４条関係） 

（一部改正〔平成２２年規則１３号・２７年３２号〕） 

区分 配備基準 

警戒体

制 

警戒初動 各部で対応に必要な職員数及び地区市民センター１人 

第１次 各所属１人以上、地区市民センター１人及び緊急部員 

第２次 各所属（地区市民センターを含む）の１／３程度 

第３次 各所属（地区市民センターを含む）の１／２程度 

非常体制 全職員 
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